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Storey(2004,邦訳, p.118)もイギリスに関して、新規開業企業のうち 4％が、10 年後には生
存企業として 50％の雇用を創出していることを確認している。ただし先行研究で採用され
ているガゼル企業の定義は一様ではないし、ガゼル企業を単に高成長企業(rapidly growing 
firms)と呼ぶ場合もある。例えば、別の研究において、Birch et al. (1995)は基準年の収入
が最低限100,000ドルで毎年売上高が少なくとも20％の成長をしている企業と定義してい












以下の 3 つの条件を満たす企業をガゼル企業と定義する。 
1．1990 年まで生存していること。 
2．この年までの雇用創出率が少なくとも 100%以上であること。 
3．この年までに従業員を少なくとも 5 人以上増やしていること。 
これらの条件を充たすガゼル企業は 56 企業であり、当初の全サンプル数(1291 企業)
の約 4.3%、1990 年まで生存しているサンプル数(857 企業)の約 6.5%を占めている。 
起業時における 56 企業の雇用者数合計は 182 人で全サンプル数(1291 企業)の雇用者


























うち、起業年に 20 人から 499 人の従業員数を持ち、かつ継続して雇用が増えている企業
をガゼル企業と定義する。新規開業企業の雇用創出力は起業した年に最も大きく、6 年後
には消滅していた。長期にわたって雇用を増やす効果は大規模な都市に立地しているガゼ
ル企業において確認された。この雇用創出力とその継続性には限界があることを Picot and 


















本稿で利用するデータは国民生活金融公庫の全国の支店が 2002 年 4 月から同年 9 月にか
けて融資をした企業のうち、融資時点で起業後 1 年以内の企業である（開業前の企業も含
む）。データはアンケート調査によって収集された。アンケート対象企業数は 9720 社で回
収数は 2377 社（回収率 24.5％）である（国民生活金融公庫総合研究所、2004、p.11）。起































の 259 企業（17.14％）は 1618 人だけ雇用を増やしていた。これは全サンプル(1511)の雇
用増減量の合計（1863 人）の約 86.84％を占めている。もう少し広く定義したガゼル②の
407 企業の雇用増は合計の雇用増減量を上回っていた。ガゼル③と④でみてもそれぞれ約
58％、約 67％を占めていた。Birch(1979)や Storey(1994)の基準⑤でみた 60 社では約 54％












を達成していた。特に、Birch(1979)や Storey(1994)の基準でみた 60 社では現在の月商で



























































































表 7から表 10 はガゼル企業群についての推定結果である。Birch(1979)、Storey(1994)
の定義による雇用成長率の高い上位 4％（60 社）についても、同じ変数で推定を試みた。















































1.本稿では起業後 1.5 年という社歴の短い企業を分析対象とした。そして 2 つの雇用
 10
成長率指標を使って 4 つのガゼル企業群を定義し、その雇用規模を測定した。その結果、
狭義のガゼルは全サンプルのうち 259 社（17.14％）であり、この企業群は雇用増の 86.84％
を占めていた。同じく、89 社（5.89%）が雇用増の 57.86％を占めていた。つまり Picot and 
















(1969 年から 1976 年)であるなど、ガゼル企業の定義や計測法に関わる問題点を指摘する
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9.091～92.308 196 -90.910～-7.690 196
100.000 717 0.000 717
103.333～145.455 191 3.330～45.450 191
150.000～185.714 148 50.000～85.710 148
200.000～285.714 170 100.000～185.710 170
300.000～387.500 49 200.000～287.500 49
400.000～900.000 30 300.000～950.000 32
1000.000～2650.000 10 1266.670～2550.000 8

























200%以上 ①259(17.14%)        ③89(5.89%)





































































ているサンプル ⑥マイナス その他 t[P]






    全サンプルの雇用増減量合計は1863人(1.23人)である。
    ( )；1社当りの増加量。
    [ ]；雇用増減量合計（1863人）に占める割合。


























     
表4．ガゼル企業の定義と月商
ガゼル 非ガゼル t[P]
1. 200%以上、[(A/B)×100%] ①N=259 N=1252
現在の月商、平均値 515.541 364.277 2.982[0.003]
起業時の目標月商、平均値 545.119 426.895 2.208[0.027]
達成率、平均値 101.858 84.675% 4.866[0.000]
2. 150%以上、[(A/B)×100%] ②N=407 N=1104 t[P]
現在の月商、平均値 528.715 339.142 4.675[0.000]
起業時の目標月商、平均値 570.769 401.591 3.764[0.000]
達成率、平均値 99.984 83.062 6.092[0.000]
3. 200%以上、[(A-B)/B]×100% ③N=89 N=1422 t[P]
現在の月商、平均値 623.258 375.618 2.529[0.013]
起業時の目標月商、平均値 710.168 430.699 2.642[0.009]
達成率、平均値 99.575 86.872 2.370[0.019]
4. 150%以上、[(A-B)/B]×100% ④N=120 N=1391 t[P]
現在の月商、平均値 662.466 366.715 3.320[0.001]
起業時の目標月商、平均値 717.175 423.866 3.182[0.001]
達成率、平均値 102.567 86.331 3.431[0.000]
6. 上位4%(60社) ⑤N=60 N=1451 t[P]
現在の月商、平均値 796.666 373.397 3.142[0.002]
起業時の目標月商、平均値 867.083 429.996 3.217[0.002]
達成率、平均値 101.357 87.052 2.200[0.031]
5.雇用量を減らしているサンプル ⑥マイナス,    N=196
その他,
N=1315 t[P]
現在の月商、平均値 325.352 399.871 2.201[0.028]
起業時の目標月商、平均値 438.586 448.438 0.328[0.742]
達成率、平均値 75.792 89.383 5.446[0.000]
注．表1と同じ。平均値は万円、達成率は％である。t値は絶対値で表示した。
    達成率＝(現在の月商÷起業時の目標月商)×100％．
    全サンプル(N=1511)の現在の平均月商は390．205万円、目標平均月商は447.160万円、



































































変数/推定式 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

















































































































































株式の公開 (+) (+) (+)
会社の売却 (+) (+) (+)
R 2 0.523 0.530 0.545 0.528 0.545 0.549
F 104.631*** 101.486*** 76.595*** 94.991*** 73.390*** 71.910***
注．t値はWhite(1980,1982)の分散不均一性を考慮した標準誤差に基づく。サンプル数は1511である。
    ***;1%,**;5%水準で有意を示す。
    (+);係数の符号はプラスであるが有意性がないことを示す。
    (-);係数の符号はマイナスであるが有意性がないことを示す。
    (+*),(-*);10%水準で有意であることを示す。
    いずれの推定式もVIFは1.456以下である。
















変数/推定式 (1) (2) (3) (4) (5) (6)
回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値)
定数項 (+) (+) (+) (+) (+) (+)








































起業時の年齢 (+) (+) (+) (+) (+) (+)
両親が事業経営を








































利用している (+*) (+) (+)
従業員規模の拡大 0.153**(2.091)
(+*) (+*)
事業内容の多角化 (-) (-) (-)
事業内容の変更 (-) (-) (-)






株式の公開 (-) (-) (-)
会社の売却 (+) (+) (+)
R 2 0.546 0.550 0.561 0.555 0.566 0.566
F 20.398*** 19.574*** 14.780*** 18.938*** 14.494*** 13.992***
注．表6と同じ。





















変数/推定式 (1) (2) (3) (4) (5) (6)












男性 (+) (+) (+) (+) (+) (+)
短大卒・大学卒・




































起業時の年齢 (+) (+) (-) (-) (-) (-)
両親が事業経営を
していた (-) (-) (-)
意識して仕事も










































従業員規模の拡大 (+) (+) (+)
事業内容の多角化 (-) (-) (-)
事業内容の変更 (-*) (-*) (-*)






株式の公開 (-) (-) (-)
会社の売却 (-) (-) (-)
R 2 0.495 0.503 0.509 0.498 0.504 0.510
F 25.904*** 25.251*** 18.540*** 23.414*** 17.560*** 17.311***
注．表6と同じ。


















変数/推定式 (1) (2) (3) (4) (5) (6)
回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値)
定数項 (+) (+) (+) (+) (+) (+)
男性 (+) (+) (+) (+) (+) (+)
短大卒・大学卒・
大学院修 (+) (+) (+) (+) (+*) (+)





管理的職業 (-) (-) (-) (-) (-) (-)
販売職業 (+) (+) (+) (+) (+) (+)










起業時の年齢 (+) (+) (+) (+) (+) (+)
両親が事業経営を









































利用している (+) (+) (+)
従業員規模の拡大 (-) (-) (-)
事業内容の多角化 (-) (-) (-)
事業内容の変更 (+) (+) (+)






株式の公開 (-) (-) (-)
会社の売却 (+) (+) (+)
R 2 0.509 0.507 0.536 0.529 0.542 0.539
F 6.712*** 6.328*** 5.248*** 6.508*** 5.170*** 4.966***
注．表6と同じ。




















変数/推定式 (1) (2) (3) (4) (5) (6)
回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値) 回帰係数(t値)
定数項 (+) (+) (+) (+) (+) (+)
男性 (+) (+) (+) (+) (+) (+)
短大卒・大学卒・
大学院修 (+*) (+) (+) (+*) (+*) (+)
斯業経験 (+*) (+*) (+) (+*) (+*) (+)












サービス職業 (+) (+) (+) (+) (+) (+)
常勤役員・管理職 (+*) (+*) (+*) (+) (+) (+)
起業時の年齢 (+) (+) (+) (+*) (+) (+)
両親が事業経営を






































親族以外への事業継承 (+*) (+*) (+*)
株式の公開 (+) (+)
会社の売却 (+) (+)
R 2 0.479 0.476 0.472 0.508 0.498 0.495
F 7.840*** 7.364*** 5.436*** 7.834*** 5.737*** 5.492***
注．表6と同じ。




















変数/推定式 (1) (2) (3) (4) (5) (6)












男性 (-) (+) (+) (-) (-) (+)
短大卒・大学卒・
大学院修 (+) (+) (+) (+) (+) (+)
斯業経験 (+*) (+*) (+*) (+) (+) (+)
























起業時の年齢 (-) (-) (-) (-) (-) (-)
両親が事業経営を
していた (-) (-) (-)
意識して仕事も



































利用している (+*) (+*) (+*)
従業員規模の拡大 (-) (-) (-)
事業内容の多角化 (-) (-) (-)
事業内容の変更 (+) (+) (+)
親族への事業継承 (-) (-) (-)
親族以外への事業継承 (+) (+) (+)
株式の公開 (-*) (-*) -0.232**(-2.151)
会社の売却 (-*) (-) (-)
R 2 0.546 5.548 0.555 0.543 0.549 0.554
F 15.687*** 14.952*** 11.167*** 13.913*** 10.524*** 10.318***
注．表6と同じ。
     いずれの推定式もVIFは1.876以下である。  
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